
藤沢市狭あい道路整備要綱 

 （目的） 

第１条 この要綱は、後退地及び隅切地（以下「後退地等」という。）を確保し、こ

れを整備し、もって都市機能の向上を図ることを目的とする。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

⑴ 狭あい道路 建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第２項の規定

により特定行政庁が指定した道又は市長がこれと同等と認める道をいう。 

⑵ みなし境界線 建築基準法第４２条第２項の規定により境界線とみなされる

線又は前号の市長が同等と認めた道について建築基準法第４２条第２項の例に

よった場合における当該道の境界線とみなされる線をいう。 

⑶ 後退地 狭あい道路とみなし境界線との間に存する土地をいう。 

⑷ 隅切地 土地が角地である場合において、それぞれの道路の境界線（当該道路

が狭あい道路である場合は、みなし境界線をいう。以下同じ。）の交点から、そ

れぞれの道路の境界線に沿ってできる三角形の底辺（長辺）３メートルを標準と

してできる囲まれた部分の土地をいう。 

⑸ 後退工事 後退地等に存する物件を取り除き、道路としての使用が可能な状態

にする工事をいう。 

⑹ 補償適用条件 建物の建築行為を伴わず、工作物等に係る後退工事を行う場合

をいう。 

 （適用の除外） 

第３条 この要綱は、国及び地方公共団体その他公法人の所有に係る後退地等につい

ては、適用しない。 

 （協議） 

第４条 市長は、後退地等の所有者であって、当該後退地等を市に寄附し、売渡し又

は無償で貸借させようとする者（以下「申出人」という。）があるときは、申出人

に狭あい道路整備協議申出書（以下「協議申出書」という。）に別に定める書類を

添えて提出させるものとする。 

２ 市長は、協議申出書が提出されたときは、当該申出に係る後退地等が別に定める

基準を満たすものであるかを審査するとともに、当該後退地等の帰属、整備及び管

理について申出人と協議するものとする。 

 （後退地等の取得手続き） 

第５条 市長は、前条第２項に規定する協議の結果、後退地等を取得し、又は貸借す

ることとした場合は、申出人と売買、寄附又は使用貸借（以下「売買等」という。）

の契約を締結するものとする。 

 （登記等） 

第６条 市長は、取得する後退地等の所有権移転登記を行うものとする。 



 （後退工事の施工及び境界の明示） 

第７条 市長は、寄附又は売買若しくは使用貸借の契約により後退地等の引渡しを受

けるときは、申出人に当該後退地等を更地とさせ、かつ、後退工事を完了させてい

なければならない。 

２ 前項の規定により引渡しを受けた後退地等について、市長は境界の明示を行うも

のとする。 

 （経費の負担） 

第８条 後退地等に係る測量、分筆及び所有権移転の登記手続に要する経費は、市長

が負担するものとする。 

 （後退工事費等の補償） 

第９条 市長は、第５条に規定する取得予定の後退地等において、補償適用条件を満

たす場合、後退地等に存する門、塀、生垣等の後退工事に要する費用を補償するも

のとする。 

  この場合において、補償の対象となる物件及びその補償の額については、別に定

める。 

２ 前項の補償を受けようとする申出人がある場合は、市長は、当該申出人に後退工

事補償申請書に別に定める書類を添えて提出させなければならない。 

３ 前項の申請があった場合、市長はその内容を審査し、補償の要否を決定しなけれ

ばならない。 

４ 市長から後退工事補償の決定を受けた申出人が後退工事を完了したときは、市長

は、当該申出人に道路後退工事完了届を提出させ、当該後退工事を検査しなければ

ならない。 

５ 市長は、後退地等の売買等の契約により、申出人に損失が生じるときは、当該損

失を補償することができる。 

６ 前項の規定により損失を補償する場合においては、第２項及び第３項の規定を準

用する。 

 （委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

附 則 

 この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

 

   附 則 

 この告示は、公表の日から施行する。 

 

附 則 

１ この要綱は、令和６年３月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際現に改正前の藤沢市狭あい道路整備要綱第９条第１項に

基づく後退地等の協議の申出をしている者については、なお従前の例による。 



 

附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 


